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＜１＞ 実践的な学びの場WGについて



「実践的な学びの場WG」の概要

 経済産業省では、我が国のDXを推進する担い手としてのデジタル人材の重要性を踏まえて、その育成を促進する取組

についての検討を行うために、昨年度より、「デジタル時代の人材政策に関する検討会」を開催している。

 上記検討会では、昨年度、デジタル人材の育成に関する我が国の課題を整理するとともに、今後、デジタル人材の育

成に必要な取組として、以下の３つの方向性を示した。

開催の背景と趣旨

3

 今年度は、上の３つの取組を具体的に実現する方法について、さらに検討を進め、我が国におけるデジタル人材育成を

促進するための具体的な提言を取りまとめる。

 特に、上の３つの取組を包括的に実現する方法として、「実践的な学びの場」を中核とするデジタル人材育成のため

の基盤（プラットフォーム）の整備に重点を置き、その実現に向けた具体的な構想を取りまとめることとする。

企業・組織内の
リスキリングの促進

企業・組織外における
実践的な学びの場の創出

能力・スキルの見える化

主な検討事項

本WGでは、主に右の事項等に
ついて検討を行う。

① デジタル人材育成プラットフォームに求められる要件の検討

② デジタル人材育成プラットフォームが備えるべき機能の具体化

③ デジタル人材育成プラットフォームの利用を促進するための方策の検討



昨年度の検討会における議論のまとめ
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昨年度の検討会で整理されたデジタル人材の育成に関する課題と今後の取組の方向性は、以下のとおり。

マ
ク
ロ
的
課
題

２．雇用環境に関する課題

１．構造的課題（業界・経営等）

 DXの必要性に対する経営者の認識が不十分

 DXに向けたビジョンや具体的戦略が不明確

 受託型・派遣型ビジネス依存からの脱却が必要

 利益率の高いビジネスの成長を通じた業界・企業・

仕事の魅力や給与水準の向上が必要

ミ
ク
ロ
的
課
題

５．能力評価・見える化

３．組織内外におけるリスキリング

４．学習環境整備とアップデート

＜課題全体＞

 人材の流動性不足（人材の固定化）

→ スキルアップに対する個人のモチベーションの低迷

 上のマクロ的課題を背景とするリスキリングの遅れ

 組織外（コミュニティ等）での学習機会の不足

 未経験のDXに関する実践性の高い育成プログラム

や自社内での実践的な学びの場の不足

 DXに必要な具体的なスキルが不明・未確立

 共通指標が不足し、能力の見える化が困難

＜今後の取組の方向性＞

企業・組織内の
リスキリングの促進

企業・組織外における
実践的な学びの場の創出

能力・スキルの見える化
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＜成長戦略フォローアップ（令和3年6月18日閣議決定）＞（抜粋）

１．新たな成長の原動力となるデジタル化への集中投資・実装とその環境整備

（１）デジタル庁を中心としたデジタル化の推進

ⅳ）デジタル人材の育成

• DXの推進を支える人材育成のため、デジタル人材育成プラットフォームを整備するとともに、産学官金を巻き込んだ地域包

括DX推進拠点を全国でネットワーク化し、DX成功例の創出や人材育成に資するDXプロジェクトを実施する。

＜まち・ひと・しごと創生基本方針2021（令和3年6月18日閣議決定）＞（抜粋）

６.新しい時代の流れを力にする

（１）地域における Society 5.0 の推進

②地域の DX 推進による地域課題の解決、地域の魅力向上

（ｊ）地域企業・産業での DX 促進

• 地域未来牽引企業等の地域企業のデジタル技術を活用した業務・ビジネスモデルの変革を促進するために、各地に産学官

金の関係者が一体となって地域企業を支援する枠組み整備や活動を支援するとともに、新事業実証等を通じた、地域産業

のデジタル化のモデルケースの創出や地域課題の解決、デジタル人材の育成等を促進する。あわせて、地方における DX を支

える人材を育成するため、各地に産学官金が協働するデジタル人材育成拠点（デジタル人材育成プラットフォーム）を整

備し、DX プロジェクトの実践を通じた人材育成を実施する。

＜経済財政運営と改革の基本方針2021（令和3年6月18日閣議決定）＞（抜粋）

第２章 次なる時代をリードする新たな成長の源泉～４つの原動力と基盤づくり～

２．官民挙げたデジタル化の加速

（３）デジタル人材の育成、デジタルデバイドの解消、サイバーセキュリティ対策

社会全体で求められるデジタル人材像を共有して先端技術を担う人材等の育成・確保を図るため、経済界や教育機関等と協力して、

教育コンテンツやカリキュラムの整備、実践的な学びの場の提供等を行うデジタル人材プラットフォームを構築し、地方におけるデジタ

ル人材育成の取組とも連携する。

関係する戦略・方針等



デジタル人材
育成プラット
フォーム

・社内でデジタル

人材を育成したい

民間企業等

・学びたい人材

民間

教育事業者

社員教育、リスキリング

オンライン教育コンテンツ（デジタル分野）の掲載

【メリット】
・自社認知度の向上
・ユーザー獲得、拡大

DX推進に関す

る課題を抱える

民間企業等

【メリット】
デジタル人材の内製化・キャリアアップ

地域・企業課題の提示

地域における

DX推進拠点

・地域・企業課題と人材のマッチング
・助言、進捗管理

相互連携

【メリット】
デジタル技術を活用した課題解決支援

デジタル人材育成プラットフォーム ステークホルダ相関図

6

リスキリングの
課題を抱える

民間企業・人材等
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デジタル人材の不足に対応し、地域の企業・産業のDXを加速させるために必要なデジタル人材を育成・確保するためのプラットフォームを構築する。

デジタル人材育成プラットフォーム 概要イメージ

政府

経済団体

支援・制度構築等

協力・支援

団体 中小企業団体IT業界団体

デジタル庁

文部科学省厚生労働省 経済産業省総務省 その他省庁

OJTプログラムの提供
（育成内容登録）

※「大学・教育機関」除く

オンライン環境提供
OJTプログラム紹介

企業内人材

復職・転職希望者

フリーランス

学生・ギフテッド

高齢者

デジタル人材育成プラットフォーム事務局

受講カリキュラム提示
 デジタル人材が目指す人材像として、ITスキル標準を策定した上で、レベルに

応じた受講すべき標準カリキュラムを提示。

オンライン教育サイト・コンテンツ整備（１層）
 デジタル人材に共通して求められるベーススキルを自ら学べるよう、ポータルサイ

トを整備・運営。民間事業者へコンテンツの無償提供／不足するコンテンツの
作成を依頼。

実践的なオンライン疑似経験学習の運営（２層）
 企業の課題・データに基づく実践的な課題解決型学習プログラムを実施（教

材作成、受講者募集等）。
 デジタル人材のコミュニティ形成を支援する（オンラインツールの活用等）。

民間企業
（DADC、ICSCoE含む）

大学・教育機関

地域拠点
（地方版IoTラボ等）

地域課題解決型OJTプログラムの実施（３層）
 企業・地域の課題解決プロジェクトに参画することで実践的なデジタルスキルを

習得するプログラムを地域のデジタル推進拠点等（※）で実施。
（※）地方版IoT推進ラボ等を想定
 拠点内の中立的な組織・コーディネータを介したプロジェクトと人材のマッチング

を行う。

人材データベース

・学習履歴管理
・プロジェクト歴評価（デジタルバッジ）

人材

企業・大学等

引きこもり人材

行政職員

行政機関

受講者募集
カリキュラム提示

受講登録（※）
※既存スキルチェック／
目標人材レベル登録

オンライン受講
OJTプログラムマッチング

希望登録

教材作成用データ提供
コンテンツ提供・作成

OJTプログラムの提供依頼
OJTプログラムへの人材派遣

教材の公開・提供

地域包括DX
推進拠点

全国２０～３０箇所に
産学官金の推進拠点を設置



デジタル人材育成プラットフォームの各層イメージ（参考）
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第３層

第２層

第１層

デジタル分野のオンライン教育
コンテンツや関連情報を集約した

ポータルサイト

教育受講者 教育提供者

関心がある
教育コンテンツを受講

自社の教育コンテンツを提供

実践的な課題解決学習
（DXケーススタディ）を

提供するサイト

教育受講者 教育提供者

企業データに基づく
課題解決型学習プログラム受講

自社の課題・データを提供
（PBL教材用）

企業における
DX課題の解決を実践

参加者 参加企業・地域拠点など

OJTプログラムに参加 参加者に実践の場を提供参加履歴

デジタル
バッジ等

デジタル人材育成プラットフォームの各層における利用者のイメージは、以下のとおり。各層において教育の「受講者」と「提供者」を想定。





学習履歴

デジタル
バッジ等

学習履歴

デジタル
バッジ等

Level UP

Level UP

教育受講者 教育提供者

※ PBL（Project Based Learning）：
実際のデータを基にしたプロジェクトを解くことによる
実践的な学習形式のこと



デジタル人材育成プラットフォームに関する論点整理（まとめ）
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プラットフォームの

利用者

求められる教育の

内容

教育コンテンツの

整備方法

プラットフォームに

求められる機能

プラットフォームの

利用を促進する仕組み
官民の役割分担

プラットフォームの

自走化

プラットフォームの
対象範囲

プラットフォームの
基本構造・機能

プラットフォーム
運営のポイント

プラットフォームの
将来設計

本日ご議論をいただきたい論点の例は、以下のとおり。

2

3

4

5

育成が求められる
デジタル人材

育成したデジタル人材

の活躍の場づくり

プラットフォームの
目的

1



デジタル人材育成プラットフォームに関する論点整理①
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育成が求められる
デジタル人材  我が国におけるDXの加速のために育成が求められる「デジタル人材」とは

＜事前ヒアリング等で寄せられた意見＞

 個人が何を学べばよいかを明確にするためには、求められる人材像やスキルを示す必要がある。

 受講者が自分自身のスキルやキャリアの可能性を客観的に把握するために、デジタル領域のスキル標準などの新たな指標や

枠組みが必要ではないか。

 詳細な人材像やスキル標準の整備には時間がかかるため、ある程度、大きな括りでの定義があればよいのではないか。

 企業にとって必要なデジタル人材は、業種やDXの進捗度によって異なるのではないか。

 「デジタル」と「トランスフォーメーション」のそれぞれについて、求められる人材が異なるのではないか。

＜今回の検討における仮説＞

 デジタル人材には、デジタル技術を活用したビジネスを創出できる人材やそれを支える人材が幅広く含まれるので

はないか。

 デジタル人材育成プラットフォームで学ぶ受講者のための目標やガイドとして、デジタル人材のタイプや求められるス

キル等を大まかな形で示してはどうか。例えば、IPAが定義したDXに対応する人材像（次頁参照）などがたたき

台として活用できるのではないか。
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（参考）独立行政法人情報処理推進機構「IT人材白書2020」における定義

（出典）独立行政法人情報処理推進機構（IPA）「IT人材白書2020」
（https://www.ipa.go.jp/jinzai/jigyou/about.html）

■ DXに対応する人材の定義

プロダクトマネージャー DXやデジタルビジネスの実現を主導するリーダー格の人材

ビジネスデザイナー DXやデジタルビジネス（マーケティング含む）の企画・立案・推進等を担う人材

テックリード

（エンジニアリングマネージャー、
アーキテクト）

DXやデジタルビジネスに関するシステムの設計から実装ができる人材

データサイエンティスト 事業・業務に精通したデータ解析・分析ができる人材

先端技術エンジニア 機械学習、ブロックチェーンなどの先進的なデジタル技術を担う人材

UI／UXデザイナー DXやデジタルビジネスに関するシステムのユーザー向けデザインを担当する人材

エンジニア／プログラマ システムの実装やインフラ構築・保守等を担う人材



デジタル人材育成プラットフォームに関する論点整理④
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育成したデジタル人材

の活躍の場づくり

 プラットフォームで学んだデジタル人材が実際に企業・地域等のDX化を進めていく

上では、どのような環境整備・普及啓発が必要か

＜事前ヒアリング等で寄せられた意見＞

 まずは、経営者のDXに対する理解促進を図ることが重要である。育成した人材を活用できるかどうかも、経営者にかかっている。

 デジタル化の必要性に対する企業の経営層の意識を高めるほか、地域全体としてデジタル化を実現しようとする機運を醸成するこ

とが重要である。

＜今回の検討における仮説＞

 我が国においてデジタル人材が活躍できる環境を実現するためには、経営者のDX理解の促進を図るための啓発

活動を実施するほか、そのための教育コンテンツを整備することが重要ではないか。



デジタル人材育成プラットフォームに関する論点整理⑤
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プラットフォームの

利用者
 育成対象として想定すべき人材（特に育成が必要な人材）はどのような人材か？

＜事前ヒアリング等で寄せられた意見＞

 デジタルを活用するユーザー企業のデジタル人材の育成を図ることが重要である。

 大企業等では、自力でのデジタル人材育成の取組が可能であるため、ボリュームゾーンかつ自力育成が難しい中小企業等のデジタ

ル人材育成に力点を置くべきではないか。

 DX人材を育成する際には、その人材の適性やコンピテンシーを見極めることが重要である。

 課題解決型OJTについては、特に地域に限定する必要はないのではないか。

＜今回の検討における仮説＞

 育成対象として想定すべき人材には、以下のような人材が含まれるのではないか。

① DXを推進する方法やデジタルビジネスのデザインを学びたいユーザー企業の人材や経営者

② デジタルスキルを高めたい／リスキルしたいITベンダーの人材

③ デジタル教育の機会が少ない中小企業や地方企業の人材 …等々



デジタル人材育成プラットフォームに関する論点整理⑥
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求められる教育の

内容
 育成の対象となる人材に対して、それぞれどのような教育が必要・有効か？

＜事前ヒアリング等で寄せられた意見＞

 ユーザー企業の人材に対しては、デジタルリテラシーの向上を目指す教育に加えて、デジタル技術の活用に関する実践的な教育

が必要ではないか。

 技術領域のほか、マネジメント領域の教育も重要である。DXに関するケーススタディを用いたMBA的な教育も有効ではないか。

 AI Questの取組を拡張した拡張版AI Questを実現してはどうか。

教育コンテンツの

整備方法
 プラットフォーム上での教育コンテンツの整備は、どのように行うべきか？

＜事前ヒアリング等で寄せられた意見＞

 民間コンテンツを最大限利用することでスピード感を持った取組とするべきである。

 民間による良質な教育コンテンツ提供を基本とし、民間で提供されていない内容は国が整備していくのがよいのではないか。

 コンテンツ提供者としての大学への期待も大きい。

 民間企業から玉石混交の教育コンテンツが提供される可能性があるため、一定の品質確保を実現する仕組みが必要である。

 民間企業が実施している既存のプログラムを国が基準を定めて推薦してはどうか。

 他の学びのプラットフォームとの連携についても、検討してはどうか。



デジタル人材育成プラットフォームに関する論点整理⑦
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プラットフォームに

求められる機能

 前ページの教育の質の向上を実現するために、プラットフォーム上でどのような

機能が必要か？

＜事前ヒアリング等で寄せられた意見＞

 対象者が自身に必要な教育が的確に選択できる検索機能やレコメンデーション機能が必要ではないか。（１層）

 受講者個人に合わせたコンテンツをAIが提案するような機能が必要ではないか。（１層）

 脱落者を減らすために、講師がチューターとして受講者の学習を補助する仕組みも有効である。（１層）

 受講者の評価を可視化することで、自発的にコンテンツの良し悪しが評価される仕組みがあるとよい。（１層）

 教育コンテンツが提供者から次々と登録されるようなマーケットプレイス機能を備えていることが望ましい。（１層）

 OJTやインターンシップ等を実施する際は、参加者個人と企業のマッチング機能が要となる。（３層）

 育成のアウトカムとしての就職や転職に結び付く仕組みが必要ではないか。

 このプラットフォームで学んだことが、業務実績のように履歴書上でも評価されるようになるとよい。

 カリキュラムの受講証明書だけでは人材のスキルのレベル感が把握できない。受講証明書とは別に、第三者機関の基準による評価

があるとよい。

 OJTにおいて、企業側が求める人材の能力を簡単に提示できる指標や基準等があるとよい。（３層）

 習得したスキルの水準やプログラミング能力等を評価・把握できるような基準があるとよい。（人材DB）

 教育の受講履歴のみならず、職務経験や業務実績等が登録されれば、登録者の実務能力の評価に利用することも可能である。

（人材DB）

 受講後も継続的な能力啓発を促す仕組みが必要ではないか。



デジタル人材育成プラットフォームに関する論点整理⑧
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プラットフォームの

利用を促進する仕組み

 多くの企業・個人にプラットフォームを利用していただくためには、どのような工夫

（インセンティブ）が必要か？

＜事前ヒアリング等で寄せられた意見＞

 100万人規模の受講を目指す上では、プラットフォームの利用者となる企業・個人にとってのインセンティブ設計が不可欠である。

 一定の修了実績や要件を満たせば、デジタルバッジが付与され、それが就職・転職時に評価されるような仕組みが有効ではないか。

 個人のキャリア形成支援や、新たな雇用機会の創出等に結び付くことが重要である。

 教育の受講を無償とするのか、有償とするのか、という点についての検討も非常に重要である。

 プラットフォームに提供した無償の教育コンテンツが、自社の有償コンテンツへの呼び水になるような仕組みになれば、教育コンテン

ツを提供する企業にとってのインセンティブになる。

 何をどのように学べばよいのかが分からないという個人が多いため、効果的な指針やガイドが必要である。

 プラットフォームの認知度を高めるために、インフルエンサーによる発信や魅力的なデジタル人材（有名CTOや経営者など）による

PRを行うという方法もあり得るのではないか。

 企業の経営者層にもアプローチし、企業からの社員の派遣を促すことが重要ではないか。

 各地域の中核企業の参画が、取組の成功にとって重要である。

 第3層の取組においては、OJTの受け入れ先企業にとってのインセンティブを明確にすることが非常に重要である。

 第3層の取組においては、自社のDXニーズや人材ニーズが明確になっていない企業も多いと考えらえるため、自社の業務をどのよう

にすればDX化できるのかという観点からのコンサルティングのフェーズがきわめて重要になると考えられる。

 優秀な人材を獲得できるというメリットも、企業にとっては重要である。

 これまでの産学連携事業の成果を活用したり、ジョブカフェ等の既存施策との連携を図ることで効果的な施策となるのではないか。

 ジョブカード等の過去の取組における課題を今回どのように解消できるのかが懸念事項である。



デジタル人材育成プラットフォームに関する論点整理⑨
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官民の役割分担  本取組において期待される国の役割はどのようなものか？

＜事前ヒアリング等で寄せられた意見＞

 我が国のデジタル人材育成を加速させる上で、プラットフォームに特に求められる役割や機能とは何か。

 民間によるデジタル関連の育成サービスや学習プラットフォームが存在する中で、国によるプラットフォームが果たすべき役割や機能

とは何か。各階層別の教育の中で国が担うべき役割・範囲等とは何か。

 近年活発になっているデジタル分野の民間の教育サービスを一層活性化させるという視点が重要ではないか。今回のプラットフォー

ムが民間の教育サービスの成長を阻害しないことに留意が必要である。

 本プラットフォームの達成指標や目標、その評価方法はどうあるべきか。

プラットフォームの

自走化
 事業終了後もプラットフォームを自立的に運営するために必要な要件は何か？

＜事前ヒアリング等で寄せられた意見＞

 事業終了後の自走化を図るためのロードマップを検討する必要がある。

 ロードマップの検討においては、民間（産・学）・地域の取組との連携が重要ではないか。

 特に地域においては、自治体との連携が重要なのではないか。

 公的支援がなくても、自立的に取組に参加するステークホルダーの存在が重要ではないか。

 本取組については、長期的なKPIを考える必要がある。



デジタル人材育成プラットフォームの各層別の検討事項例
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区分 各層別の検討事項例

第１層
＜オンライン教育サイト・コンテンツ整備について＞

 どのようなカテゴリ（分野）・レベルを対象とするか

 コンテンツの募集方法／豊富なコンテンツを集めるために、いかにコンテンツを提供しやすくするか

 コンテンツの掲載基準、コンテンツの内容審査を行う場合の体制

 コンテンツの無償・有償の取り扱い

第２層

＜実践的なオンライン疑似経験学習について＞

 過去の類似事業（AI Quest等）の反省点の振り返り、過去事業から拡大すべき点・改善すべき点の整理

 DXに関する実践的なビジネス・マネジメント領域の教育の具体化

 DXに関する企業のケーススタディを用いるようなビジネス系の演習コースを実施する場合のカリキュラム・教材（特にケー

スをどのように作成するか）、実施方法・体制、講師の要件・選定方法

＜デジタル人材のコミュニティ形成について＞

 第２層の教育プログラムの修了者によるコミュニティの形成方法

（運営事務局、コミュニティとして提供するサービス、３層への選抜機能をどのように実現するか）

 事業終了後も自立的にコミュニティが運営されるような体制の検討

第３層

＜課題解決型OJTプログラムについて＞

 DXやデジタル領域の課題を抱える企業の募集方法

 DXに関するOJT課題の設定方法

 OJT受け入れ先の企業と参加者のマッチング方法（コーディネータの担い手）

 OJTカリキュラムや実施ガイド・手引き等の検討・整備

 実施時の費用負担の考え方



今後の開催スケジュール（予定）
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実践的な学びの場WG デジタル時代の人材政策に関する検討会

６月

■ 第４回検討会（6/1開催済）

- 昨年度の議論のまとめと今年度の検討事項
- 能力・スキルの見える化
- デジタル人材が活躍するための企業の文化資本

７月

８月
■ 第１回WG（8/19）

- デジタル人材育成プラットフォームの全体構想

９月
■ 第２回WG（9月下旬頃）

- デジタル人材育成プラットフォームの基本設計

10月
■ 第５回検討会

- WG検討検討結果中間報告
- 今後の検討課題等について

11月

■ 第３回WG

- デジタル人材育成プラットフォームに関する具体案の取りまとめ

12月

１月

２月
■ 第６回検討会

- WG取りまとめ結果報告

３月
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＜２＞ 参考資料：関連情報及び既存の取組等について
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経済産業省 「巣ごもりDXステップ講座情報ナビ」

（出典）経済産業省ニュースリリース 「デジタルスキルを学べる無料オンライン講座を紹介するWebサイト「巣ごもりDXステップ講座情報ナビ」を開設しました」
https://www.meti.go.jp/press/2020/12/20201224008/20201224008.html

 経済産業省では、2020年12月に、デジタルスキルを学び始めたい方に向けて、無料のオンライン学習コンテンツを紹介

するWebサイト「巣ごもりDXステップ講座情報ナビ」を開設。 （https://www.meti.go.jp/policy/it_policy/jinzai/sugomori/index.html）

 2021年6月末時点で約100件のコンテンツを掲載。AIやデータサイエンス、クラウド、IoTといったカテゴリやレベル（入門・

基礎・上級）から絞込検索が可能。コンテンツ事業者へのリンクが掲載され、リンク先から無料でコンテンツを視聴できる。

 幅広いコンテンツが無料で利用可能なことからアクセス数も伸び、2021年6月時点で約50万アクセスを達成。

巣ごもりDXステップ講座情報ナビ：トップページ 詳細ページ
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経済産業省AI Quest（課題解決型AI人材育成事業）～拡大生産性のあるAI・データ人材育成～
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経済産業省 「AI Quest」（課題解決型AI人材育成事業）

（出典）経済産業省 「AI Quest 特設サイト」（https://aiquest.meti.go.jp/）

 経済産業省では、2019年度から、我が国において求められているAI人材の育成を目的とする課題解決型AI人材育成

事業「AI Quest」 を開始（2021年度も継続実施中）。企業の実際の課題に基づくケーススタディを用いた実践的

なプログラムを通じて、参加者同士がお互いに学びあいながら、AIを活用した企業の課題解決方法を習得する。

 適切なAI実装を実現するための業務プロセス設計の検討から、実際のモデル構築企業幹部への導入提案シミュレーショ

ンまで一気通貫で学習し、一部の参加者は実際に企業と連携しながらAIソリューションの導入にも挑戦する。

 受講料は無料。定員は約600人。応募やプログラム期間中の学習は株式会社SIGNATEが提供する環境上で行う。

AI Quest 特設サイト：トップページ プログラムの流れ
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「Udemy」（ユーデミー）

（出典）Udemy トップページから（https://www.udemy.com/ja/）

 Udemy（ユーデミー）とは、15万件以上の動画コンテンツが掲載されているオンライン学習プラットフォーム。米国法人

Udemy, Inc.が運営し、株式会社ベネッセコーポレーションが日本の事業パートナーとして資本提携を行っている。

 ビジネス、マーケティング、IT・ソフトウェア、開発、自己啓発、写真、音楽、デザインなど、幅広い分野のコンテンツが提供

されており、AIやプログラミングに関するコンテンツも豊富。

 コンテンツの料金は、１コンテンツ１万円程度に設定されているが、頻繁にセールが実施され、半額以下（最大90％

OFF）で受講可能なコンテンツも多い。

データサイエンス講座の例
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名称 設立年 運営主体
登録者数

（2021年）
主な参加大学・企業

coursera 2012年
スタンフォード大学教員2名がベン
チャーキャピタルより1600万ドル調達
して設立した企業

7,700万人以上

 53カ国、240以上の企業・大学と提
携（スタンフォード大、イェール大、
Google、IBMなど）

 8,000コース以上

edX 2012年
MITとハーバード大が約6000万ドルを
投資して共同設立した非営利プロジェ
クト

3,500万人以上

 世界160以上の大学・機関と提携
（ハーバード、スタンフォード、東京
大学、京都大学、Google、Microsoft
など）

 2,800コース以上

Udacity 2012年
スタンフォード大学の教員３名がベン
チャーキャピタルより資金調達して設
立した企業

1,400万人以上

 GoogleやFacebook等の一流企業の現
役社員による最新技術に関する講義

 コンピュータサイエンス分野を中心と
した260コース以上

FutureLearn 2013年
英国Open Universityにより設立された
企業

700万人以上
 国際的な一流大学や専門組織と提携
 1,000コース以上

JMOOC 2013年
一般社団法人日本オープンオンライン
教育推進協議会(JMOOC)

100万人以上
 日本国内の教育機関、企業、有識者に

よる460以上のコースを提供

（出典）文部科学省 「MOOC 等を活用した教育改善に関する調査研究」
https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/itaku/__icsFiles/afieldfile/2015/08/14/1357548_01.pdf 他

主要なMOOCs一覧 ※ MOOCs（Massive Open Online Courses）： ムークス（大規模公開オンライン講座）
オンラインで誰でも無償で利用できるコースを提供するサービス

https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/itaku/__icsFiles/afieldfile/2015/08/14/1357548_01.pdf
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「coursera」（コーセラ）

（出典）courseraトップページから（https://ja.coursera.org/）

 2012年に、スタンフォード大学教員2名によって設立された企業が提供するMOOCs。

 登録者数は、全世界で7,700万人以上（2021年時点）。53カ国、240以上の企業・大学と提携（スタンフォード大

学、イェール大学、Google、IBM、SAPなど）日本の大学では、2013年から東京大学が参加。

 8,000以上のコースのうち、1,700コース以上が無料で提供されている。正式な修了証明が発行される有料のプログラム

も提供。ビジネス、コンピューターサイエンス、データサイエンス、言語学習などのコンテンツを掲載。
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「edX」（エデックス）

（出典）edx トップページから（https://www.edx.org/）

 edXとは、ハーバード大学とマサチューセッツ工科大学が共同で立ち上げた、無料のMOOCs。

 上記2大学に加えて、カルフォルニア大学バークレー校やブリティッシュコロンビア大学、京都大学などがedXに参加。

 edXでは、授業を無料で視聴することが可能（一部コンテンツは有料）。コースに合格したら、修了証（有料）の発行

が可能。一部コースでは、学位の取得も可能。

 理工学系の科目のほか、ビジネスのほか、哲学や芸術、歴史などの人文社会系のコースも掲載されている。
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「Udacity」（ユダシティ）

（出典）Udacityトップページから（https://www.udacity.com/）

 Udacityは、2012年に米スタンフォード大学教授 Sebastian Thrun氏が中心となった立ち上げたMOOCsのプラット

フォーム。現在は、Udacity, Inc. が運営。

 質の高い講師陣はUdacityの特徴であり、GoogleやFacebook、AT＆T、NVIDIAといった一流企業の現役社員

による最新技術の講義の受講が可能。ロボティクスや機械学習のほか、自動運転エンジニアを目指すコースなども提供。

 Udacityで一定のプログラムを修了すると、「Nanodegree（ナノ学位）」と呼ばれる学位が授与される。ナノ学位は米

国では履歴書に記載することも可能であり、権威のある資格と同じように就職・転職の際にアピールできる要素となっている。
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「FutureLearn」（フューチャーラーン）

（出典）FutureLearnトップページから（ https://www.futurelearn.com/ ）

 FutureLearnは、2013年に英国のOpen Universityが23 のトップ大学およびブリティッシュ・カウンシル、大英博物館、

大英図書館などと連携して設立したMOOCsのプラットフォーム。

 FutureLearnでは、無料と有料のコースを受講可能。有料のコースでは、履歴書に利用できる修了証明書及びデジタル

証明書が発行されるほか、エキスパート認定やマイクロクレデンシャル認定、学位認定が可能なプログラムも提供。

 受講者間のディスカッションや提出した課題の共有などソーシャルラーニングを重視。

 受講者がオンライン動画やオーディオ、記事を用いて学習する中で、多くのコースには理解度を確認するクイズが設けられ、

途中離脱を防ぐ工夫がされている。
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「JMOOC」（ジェイムーク）

（出典）JMOOCトップページから（https://www.jmooc.jp/）

 JMOOCは、2013年に日本オープンオンライン教育推進協議会により立ち上げられた日本版MOOCsであり、複数の講

座配信プラットフォームをまとめるポータルサイト。

 JMOOC公認の配信プラットフォームであるFisdom（提供：富士通株式会社）やgacco（提供：株式会社ドコモ

gacco）など４社が、様々な企業および大学の講座を無償提供。

 JMOOCの特徴は、コンピューター科学、社会科学、数学、ビジネススキルなど、多岐にわたるカリキュラムを日本語で受講

可能である点であり、一部のオプションを除き、デジタル形式の修了証の取得まで無料で完結。

 掲示板を利用した自主勉強会の企画・参加や、オンライン学習と対面学習を組み合わせたコースのなども充実。
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名称 開始年 運用主体 取組内容

職業情報提供サイト
（日本版O-NET）

2020年 厚生労働省
労働市場の「見える化」を目指し、厚生労働省により開設さ
れた職業情報提供サイト

マナパス 2019年 文部科学省
大学等における学び直し講座情報や学び直し支援制度情

報を発信する社会人のためのポータルサイト

ジョブ・カード制度
総合サイト

2015年 厚生労働省
2008年に開始したジョブ・カード制度の活用およびジョブカー
ド作成を支援することを目的として開設された総合サイト

ジョブカフェ 2004年
全国の自治体

（厚生労働省）
2004年より都道府県が主体的に設置する、若者向けの就
職支援をワンストップで行う施設

国内の官公庁による関連取組
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 2020年3月に労働市場の「見える化」を目指し、厚生労働省により開設された職業情報提供サイト。

 動画コンテンツを含む約500の職業の解説、求められる知識やスキルなどの「数値データ」を盛り込んだ、総合的な職業

情報を提供しており、職業検索、キャリア分析、人材採用支援、人材活用シュミレーション等のコンテンツが利用可能。

 収集した情報をデータベース化することにより、AIやビッグデータの活用が目指されている。

（出典）日本版O-NET（https://shigoto.mhlw.go.jp/User）
（出典）職業情報提供サイト（日本版O-NET）のリーフレット
（https://www.mhlw.go.jp/content/11601200/000609203.pdf）

厚生労働省 「職業情報提供サイト（日本版O-NET）」
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 文部科学省が2019年に立ち上げた、大学等における学び直し講座情報や学び直し支援制度情報を発信する社会

人のためのポータルサイト。

 各教育機関による社会人向け教育課程やMOOC講座情報等（3000件以上）を検索できるほか、修了生インタ

ビューや用語解説集なども掲載。

 社会人向け教育課程については、正規課程プログラムに加え、文部科学大臣が認定する職業実践力育成プログラム

や履修証明が可能なプログラムなどが掲載され、自身の学びニーズに合わせて検索することが可能。

（出典） マナパス トップページから（https://manapass.jp/）

文部科学省 「マナパス」
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 ジョブ・カード制度総合サイトは、2015年にジョブ・カードの活用および作成を支援することを目的として開設された。

 ジョブ・カード制度とは、2008年に厚生労働省により個々の労働者の状況に応じた職業能力開発、職業能力の見え

る化、多様な人材の必要な分野への円滑な就職支援を目的とした制度。

 ジョブ・カードは電子化され、職業人生を通じて個人が各情報を継続的に記入・蓄積し、場面に応じて活用可能。

 作成時には、キャリア・コンサルタントおよびジョブ・カード作成アドバイザーを無料で利用可能。

（出典） ジョブカード制度 総合サイト（https://jobcard.mhlw.go.jp/index.html）

（出典） キャリア形成サポートセンター（https://carisapo.mhlw.go.jp/icc/）

厚生労働省 「ジョブ・カード制度総合サイト」

ジョブ・カード制度総合サイト ジョブカード作成支援サイト

https://jobcard.mhlw.go.jp/index.html
https://carisapo.mhlw.go.jp/icc/
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 ジョブカフェは、2004年より都道府県が主体的に設置する、若者向けの就職支援をワンストップで行う施設（正式名

称：若年者のためのワンストップサービスセンター）。

 ジョブカフェでは、各地域の特色を活かした就職セミナーや職場体験、カウンセリング、職業紹介などさまざまなサービスを

無料で提供。

 厚生労働省も、都道府県の要望に応じて、ジョブカフェにハローワークを併設し、職業紹介等を行うなど、都道府県と

連携しながら支援に取り組んでいる。

全国の自治体 「ジョブカフェ」

（出典）みやぎジョブカフェ（https://jobcafe.pref.miyagi.jp/）

地域のジョブカフェ例（宮城県）



36

海外におけるリスキル支援施策例① ～ Digital Skills and Jobs Platform（EU）

 Digital Skills and Jobs Platform（DSJP）は、欧州におけるデジタルスキル強化と仕事に関する総合ポータル。EU

によるConnecting Europe Facility Program（EUによる重点施策）の一部として実施され、欧州が推進するデジ

タルヨーロッパ施策への貢献が期待されている。

 DSJPは全ての人材が対象であり、基本から高度まで、全レベルにわたるデジタルスキルと仕事に関連する情報、リソース、

機会を提供。コミュニティメンバーのネットワーキング、コラボレーション機能も提供している。

 DSJPの主要機能は下記のとおり。

DSJPのサイト構成 研修・教育コース例

 欧州、欧州各国の関連施策の紹介

 トレーニング紹介・検索、キャリアサポート

（スキル診断、履歴書作成支援機能（Europass

CV）の紹介）

 好プロジェクト事例、各種ツール等の紹介

 関連データ 、調査レポート紹介

 補助金等の資金支援施策の紹介（企業・個人向け）

 コミュニティ機能

 ニュース、イベント情報

（出典）Shaping Europe’s digital future （https://digital-skills-jobs.europa.eu/en）
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海外におけるリスキル支援施策例① ～ Digital Skills and Jobs Platform（EU）

（出典）Shaping Europe’s digital future （https://digital-skills-jobs.europa.eu/en）



 シンガポールのデジタル化を推進する情報通信メディア庁（IMDA）は、人材育成プログラム「TeSA」を通じ、デジタル人

材のスキルフレームワーク、スキル習得、キャリアサポートの3機能を産学官で提供。提供されている機能は、以下のとおり。

① スキルフレームワーク提供機能：企業によるキャリアマップ作成、仕事の要件を明確化、教育事業者のサービス提供、個人のスキル獲得

等に利用可能。サイバーセキュリティ、IoT、人工知能、データ分析などの新しい分野をサポート

② スキル習得・認定機能：スキル習得への幅広いアプローチ（モジュール式で認定可能なスキルコース）を提供。様々なパーターン（年齢

層、リスキル目的）に対応したプログラムを提供

③ キャリアサポート機能：仕事のマッチング、グループメンタリング、リーダーシッププログラムのための調整されたキャリアサポートエコシステム。

NTUC、e2i、Singapore Computer Society（SCS）、IMDA、Workforce Singapore（WSG）などのパートナーが参加

スキル習得プログラム構成
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 企業雇用によるスキル習得プログラム

 デジタル関連スキル習得補助金

 専門職配置転換支援トレーニング支援

 選抜人材向けスキル習得補助金

 学生向けスキル習得支援

 非ICTセクター人材のスキル転換支援

 0歳以上を対象とした企業雇用によるリスキル支援

研修・教育コース例

海外におけるリスキル支援施策例② ～ TechSkills Accelerator（TeSA）（シンガポール）

（出典）TechSkills Accelerator（TeSA）
（https://www.imda.gov.sg/imtalent/about-us/national-talent-development-initiatives/techskills-accelerator--tesa）
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海外におけるリスキル支援施策例② ～ TechSkills Accelerator（TeSA）（シンガポール）

（出典）TechSkills Accelerator（TeSA）
（https://www.imda.gov.sg/imtalent/about-us/national-talent-development-initiatives/techskills-accelerator--tesa）



 シンガポール政府は労働者の高技能化・生産性向上に向けた政策を強化するために、2016 年10 月、関連行政機

関を再編し、新たに人的資源省（Ministry of Manpower：MOM）傘下の 「労働力庁（Workforce

Singapore (WSG) ）と教育省（Ministry of Education：MOE）傘下の 「スキルズフューチャー・シンガポー

ル（SkillsFuture Singapore (SSG)）」 という二機関（法定機関：Agency）を設立。

 SSG は、MOE の下部機関として、労働力開発庁が 2014 年から取り組んでいる職業訓練や生涯学習を通じて国

民の高技能化を促進する「SkillsFuture（スキルズフューチャー）」政策のほか、職業能力の認定制度であるWSQ

（技能証明制度：Workforce Skills Qualifications）等の職業訓練政策を推進している。

SSGの設立

組織改革

海外におけるリスキル支援施策例③ ～ SkillsFuture Singapore（SSG）（シンガポール）

（出典）(一財)自治体国際化協会,シンガポールの生産性向上政策～SkillsFuture 等職業訓練施策を中心に～, 2018, 
（http://www.clair.or.jp/j/forum/pub/docs/473.pdf） 41



 シンガポール政府は、SkillsFuture政策の一環として、学生、新卒人材、社会人のキャリア形成段階におけるスキルアッ

プ・リスキルのために、以下のようなメニューを提供。2020年のコロナ禍において、経済的な影響を受けた国民を支援するた

めに、スキル習得や研修、雇用の機会拡大を図る施策を強化。

1. SkillsFuture Credit（スキルズフューチャー・クレジット）：

 職業訓練機関の授業料などの費用を助成する制度。25歳以上のシンガポール国民に500ドルを支給。初回支給は2016年１月でそ
の後も一定期間後に再度支給。対象となるコースは政府認定の教育機関（公立及び私立）や民間のコース費用とされており、約
700の教育機関の提供による約1万８千以上のコース（2017年時点）。対象コースの内容は幅広く、デジタルスキルや会計資格、語
学教育等のプロフェッショナルな職業能力育成のコースから、趣味的・文化的なコースまで様々。

 利用状況：１年間で12万６千人以上がスキルズフューチャー・クレジットを利用。制度開始時10,000程度のコース数が、１年後
18,000程度に増加。コース実施の教育機関は約700 機関。並行して、利用促進イベントを実施。

2. 属性別プログラム

 新卒、若手～ミドルキャリア：
SGUnited Traineeships Programme、SkillFuture Study Awards、SkillsFuture Earn and Learn Programmes等

 ミドルキャリア：SGUnited Mid-Career Pathways Programme – Company Attachments, SkillsFuture Fellowships等
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海外におけるリスキル支援施策例③ ～ SkillsFuture政策の概要（シンガポール）



 シンガポール政府はSkillsFutureの一環として、2016年、25歳以上のシンガポール国民（永住権取得者を含む）に対

して$500のSkillsFuture Credit（有効期限なし）を支給。シンガポール国民は様々な教育・研修プログラムをまとめる

ポータルサイト「MySkillsFuture」で自身が保有するSkillsFuture Creditを活用しながらコースに参加することができる。

 さらに、コロナ禍による雇用への影響を受け、2020年10月、25歳以上のシンガポール国民に対して「one-time $500

SkillsFuture Credit Top-up」（2025年12月末まで有効）を追加支給。

 特に2020年12月31日までに40～60歳を迎えた成人については、上記に加え、ミドル層への支援強化を目的とした

$500の「Additional SkillsFuture Credit (Mid-Career Support)」 （2025年12月末まで有効）を追加支給

（特定のプログラムにのみ使用可能）。
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海外におけるリスキル支援施策例③ ～ 1. SkillsFuture Credit （シンガポール）

SkillsFuture Creditの支給

40～60歳の中間層
25～39歳の若者層
61歳以上の高齢層

＝
$500

（出典）MySkillsFuture（https://www.myskillsfuture.gov.sg/content/portal/en/index.html）
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海外におけるリスキル支援施策例③ ～ 1. SkillsFuture Credit （シンガポール）

 高等教育機関を含む継続教育研修センター（CET）により、

28,000以上の講座が提供されている。

 雇用機会の多いセクターにおける需要の高いスキルに関するフルタイム

の講座（3～６ヶ月）が中心。

 受講料に対してSkillsFuture Creditを活用できるほか、シンガポー

ル政府よりプログラム期間中のトレーニング助成金の支給（月額

＄1,200）などの支援がある。

SGUnited Skills courses（全世代向け）

 ミッド・キャリア層向けにSAPやMicrosoft、Prudential生命保険など

の企業と連携した講座を提供。

 個人はSkillsFuture Creditを活用し、企業が提供する講座を通じ

てスキルを習得するとともに、シンガポール政府よりプログラム期間中の

トレーニング助成金の支給（月額＄1,500）などの支援がある。

 IBMが提供する６ヶ月のフルタイムの講座「i.am-vitalize」では、

データサイエンスやAIなどに関する知識や実践的なスキルを、講義やハ

ンズオン、ケーススタディを通じて学ぶことができる。

SGUnited Mid-Career Pathways Programme
- Company Training courses（中間世代向け）

SkillsFuture Creditの対象となる主なプログラム

 SkillsFuture Creditの対象となるプログラムは主に以下のようなコースに紐づいており、利用者は自身の関心やキャリアに

合わせたコースを選択する。

（出典）MySkillsFuture
（https://www.myskillsfuture.gov.sg/content/portal/en/index.html）

（出典）An IBM-SGUnited Mid-career Pathways Programme - Company Training
（https://webibmcourse.mybluemix.net/SGUnitedProgramme）



 シンガポール政府は、SkillsFuture Credit以外にも、様々な属性の利用者に対して以下のようなプログラムを実施。
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海外におけるリスキル支援施策例③ ～2. 属性別プログラム（シンガポール）

SGUnited Mid-Career Pathways Programme 
– Company Attachments（ミドル世代向け）

 中間層に対して、企業や公的機関における研修の機会を提
供するために導入されたプログラム。

 参加者は、トレーニング助成金として$1,500を受け取るととも
に、受入機関と最大6ヶ月の雇用関係を築き、月額最大
$3,800の給与を得ながら業務経験を積むことができる。

 シンガポール政府は、受入機関に対して給与のうち、最大
90％を助成。

主な属性別プログラム

SGUnited Traineeships Programme
（新卒世代向け）

 2019年から2021年に高等教育機関およびその他の私立
教育機関を卒業した、または卒業予定者に対して、企業内
研修への参加を支援するプログラム。

 研修期間は4～6ヶ月であり、シンガポール政府は企業に対
して研修費用の80%を助成。研修期間中は毎月最大
$2,500のトレーニング助成金が個人に支給される。

SkillFuture Study Awards
（新卒世代向け）

 主要産業において働きながら新しいスキルの習得に取組
む若手～ミドル世代を表彰するプログラム。

 受講する教育コースに関連する費用負担を助成すること
を目的として、 $ 5,000の賞金を贈呈。年間2,000名
の表彰を目指している。

SkillsFuture Fellowships
（ミドル世代向け）

 優れた知識やスキルを保有し、継続的な学習、育成活動に
尽力した、10年以上の実務経験がある個人を表彰する取組。

 2020年には18名が受賞しており、大統領からの表彰とともに、
継続的な学習支援として賞金$10,000が贈呈される。

（出典）SkillsFuture Fellowships（https://www.skillsfuture.gov.sg/fellowships）（出典）SkillFuture Study Awards
（https://programmes.myskillsfuture.gov.sg/Portal/ProgramListing.aspx?source=SFSA）

（出典）SGUnited Traineeships Programme
（https://www.wsg.gov.sg/SGUnitedTraineeships-Trainees.html）

（出典）SGUnited Mid-Career Pathways Programme 
（https://www.skillsfuture.gov.sg/midcareerpathways）


